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農林水産－１

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明
商工労働観光部

農 林 水 産 部

事 業 名 秋 の 商 工 ・ 農 林 水 産 業 祭 開 催 事 業 費

予 算 額 １２，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

消費を喚起するために開催する商工祭・農林水産業祭を支援し、地

域の元気づくりを創出

２ 事業概要

（１）秋の商工祭開催事業

商工会、商工会議所等が地域の消費喚起のため開催する物産展等を

支援

事業内容 時 期：平成２６年１０月頃

開催回数：２回

目 的 内 容：食品やスイーツ、工芸品など地域の特色を生かした特

対 象 産品の販売、ステージイベントの実施 等

方法等

（２）秋の農林水産業祭開催事業

丹後あじわいの郷（北部会場）及び京都府南部総合地方卸売市場

（南部会場）で、地域の特産物等の販売、ＰＲを行う秋の農林水産

業祭を開催

時 期：平成２６年９～１０月

開催回数：各１回

内 容：農林水産物、加工品等の販売、食に係る体験の実施 等

担当課名
商業・経営支援課 組 合 担 当

課・担当 電話番号
075-414-4826

農 村 振 興 課 地域活性化担当 075-414-4906



農林水産－２

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 農林水産業競争力強化事業費

予 算 額 ３３９，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
ＴＰＰ等の影響に備え、競争力のある足腰の強い農林水産業づくりを

進めるため、平成２６年度の当初予算とあわせ、①生産強化、②商品開
発、③人材育成のパッケージ戦略を推進

～ 京都10次産業プロジェクト ～

２ 事業概要

（１）付加価値の高い農林水産物の生産強化
○ 京野菜等生産加速化事業費 【Ｈ26当初】

事業内容 パイプハウス整備、酒米生産支援

○ 京力農場づくり事業費 【Ｈ26当初】
目 的 農地集積、１億円農業経営体の育成支援

対 象
方法等 （２）マーケットに対応した商品開発

○ 中山間地域特産物生産応援事業費【Ｈ26当初】

地域特産物づくりの資材購入支援
● 京都６次産業プロジェクト戦略事業費【今回補正】

▼ 産地と食品関連企業が連携した新商品開発

▼ 「学ぶ・食べる・買う」京野菜ランドの整備

▼ 霜降り京都和牛の海外輸出に向けたブランド化

＝ＫＹＯＴＯ ＳＩＬＫＹ ＢＥＥＦ（仮称）

（３）産業を支える人材育成

○ 農業大学校・農業経営実践型学舎による担い手の育成【Ｈ26当初】
● 丹後10次産業化拠点づくり事業費【今回補正】

▼ 販売開発拠点 丹後食材を使った加工品の開発・販売を実施
（６次産業）

▼ 人材育成拠点 調理・加工・販売まで実践的な研修を実施

（４次産業）

▼ 都市交流拠点 優れた地域食材を味わうことや農業体験を通じ

た都市との交流拠点

担当課名 農 政 課 企画政策担当 課・担当 電話番号 075-414-4898



農林水産－２－１

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名
農林水産業競争力強化事業費

京都６次産業プロジェクト戦略事業費

予 算 額 １０３，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

産地と食品関連企業が連携した新商品開発や「学ぶ・食べる・買う」
の機能をもつ「京野菜ﾗﾝﾄﾞ」の販売力強化、府内産農林水産物のブラ
ンド力向上・流通拡大など農林水産業の６次産業化の取組を支援

２ 事業概要
(１） 京都６次産業プロジェクト事業費 （１００，０００千円）

① プロジェクト活動支援費 （１４，７００千円）
食品関連企業と農林漁業者で構成するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの取組を、府職員によ

る活動ﾁｰﾑの伴走や加工技術、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等の専門家派遣により支援

補 助 対 象 者 食品関連企業と農林漁業者で構成するプロジェクト

補助対象経費 商品開発に必要な試作のための原材料費、加工品開発用
機器のリース、分析・検査委託等に要する経費

事業内容 補 助 要 件 京都６次産業プロジェクト計画の策定
企業と産地が一体となった取組の実施
府内産農林水産物の新たな需要拡大の取組 等

目 的 補 助 率 等 １／３（補助上限額：2,500千円／３年）
対 象
方法等 ② 条件整備支援事業費 （７５，３００千円）

補 助 対 象 者 農林漁業者 食品関連企業（中小企業）

補助対象経費 一次処理施設等の整備 加工製造施設等の整備

補 助 率 １／２ など ３／１０
（国庫補助率に準拠） （補助上限額：10,000千円）

③ 京野菜ランド拡大・強化事業費 （１０，０００千円）
「学ぶ、食べる、買う」の機能をもつ「京野菜ランド」の拡大と機能

強化を支援

補 助 対 象 者 京野菜ランドへの登録を目指す直売所 等

補助対象経費 農作業体験･調理体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発、ｲｰﾄｲﾝｺｰﾅｰの整備、
POSｼｽﾃﾑ導入、販促ｲﾍﾞﾝﾄ等に要する経費

補 助 率 １／２（補助上限額：2,000千円）

(２） 農林水産ブランド戦略事業費 （３，５００千円）

府内で水揚げされた水産物や府内産畜産物のブランド力向上と流通拡大を図
るため、国内外での販促活動や情報発信を推進

担当課名 食の安心・安全推進課 食 育 ・ 地 産 地 消 担 当 課・担当 電話番号 075-414-5656
流通・ブランド戦略課 農業流通・販売戦略担当 075-414-4964



農林水産－２－２

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名
農林水産業競争力強化事業費

丹 後 １ ０ 次 産 業 化 拠 点 づ く り 事 業 費

予 算 額 ２３６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

丹後あじわいの郷を、丹後食材加工品の開発・販売（６次産業）、

人材育成（４次産業）及び都市と丹後地域が交流する「１０次産業化」

の拠点とするため、必要な施設整備等を実施

２ 事業概要

（１）丹後食材加工品の開発・販売拠点づくり

丹後コシヒカリや岩ガキ等の丹後食材を生かした地域加工品の

開発・販売支援

事業内容 急速冷結器、貯蔵庫 等

目 的 （２）人材育成拠点づくり

対 象 ① 農林水産業者等が、栽培から調理、サービス、加工・販売等ま

方法等 での実践的・総合的な研修・訓練を行うために必要な施設整備

加工調理実習室 等

② 運営参画法人が、自身の取組分野を生かした新たな６次産業化

にチャレンジ（インキュベート）するための施設整備

ミルクプラント、フレッシュチーズプラント 等

（３）都市と農村丹後地域の交流拠点づくり

園内農園やホテルを活用した「週末農業」などの農業体験の実施

農園、牧舎 等

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 075-414-4906



農林水産－３

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 森 林 適 正 管 理 対 策 事 業 費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都府森林の適正な管理に関する条例の制定に伴い、森林の防災対

策を推進するため、荒廃により災害の要因となりうる森林の調査を実

施

２ 事業概要

・「要適正管理森林」の指定に向けた現地調査の実施

事業内容 ※要適正管理森林

府民の生命又は身体に危害を及ぼす災害のおそれがある森林を

目 的 「要適正管理森林」として指定するもの。

対 象

方法等 ・調査結果をもとに管理図面を作成し新条例に基づく指定を実施

担当課名 林務課 企画・経営担当 課・担当 電話番号 075-414-5016



農林水産－４

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京 都 式 循 環 型 林 業 検 討 費

予 算 額 ３，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

川上、川中、川下が一体となった木材の需給システム「京都式循環

型林業」のあり方について検討を実施

２ 事業概要

京都府の林業のおかれた現状を踏まえ、京都ならではの循環型林業

について検討

(1) 学識者や経営コンサルタント等で構成する委員会を設置

事業内容

(2) 他府県材や外材の動向、川上の供給状況等、専門的な調査

目 的

対 象 ＜検討内容＞

方法等 ・木材の価格や供給の安定、大量かつ多様なニーズに応える加工体制

のあり方

・永続的な林業の雇用を創出する林業経営のあり方

・地域全体で木材利用を支える仕組みづくり 等

林務課 企画・経営担当 075-414-5016
担当課名 林業振興担当 課・担当 電話番号 075-414-5006

林産振興担当 075-414-5009



農林水産－５

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 府 内 産 木 材 利 用 拡 大 事 業 費

予 算 額 ７７，９００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

森林整備の広域化・機械化や加工・流通体制の強化、商品開発支

援などにより、府内産木材の利用拡大を推進

２ 事業概要

川上対策 １０，０００千円

○林業経営の高度化

森林施業の協業化･広域化に取り組む林業事業体に対して、高性能

林業機械のレンタル支援を実施し、生産量の拡大を実現

事 業 内 容 ※高性能林業機械

ワイヤーを使い、山奥からの木材搬出を可能とする機械等

目 的

対 象 川中対策 ５６，０００千円

方法等 ○木材製品の加工促進

間伐材の需要増加に対応した加工体制の強化

○大型加工工場の誘致

新たな大型木材加工工場の誘致活動を展開

川下対策 １１，９００千円

○新商品の開発や販売促進の支援

企業と林業事業体の連携による木材を使用した木質パレット等新

規用途開発製品のＰＲやアドバイザー支援による新製品の販売を拡大

林務課 企画・経営担当 075-414-5016
担当課名 林業振興担当 課・担当 電話番号 075-414-5006

林産振興担当 075-414-5009



農林水産－６

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 茶 業 研 究 所 機 能 強 化 費

予 算 額 ６０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

茶業研究所の機能強化を図るため、整備基本計画の策定等を実施

２ 事業概要

（１）茶業研究所整備基本計画の策定

企業ニーズや周辺施設との連携等を踏まえた整備計画の策定

＜強化する機能のイメージ＞

・ 企業・大学等にオープンな出会いと発見の研究交流機能

事業内容 ・ 科学的根拠に基づく宇治茶の価値、魅力の発信・交流機能 等

目 的 （２）茶業研究所の機能強化

対 象 品質評価機器の整備（お茶の香りや旨み等を客観的に分析）

方法等

担当課名 流通・ブランド戦略課 研究普及担当 課・担当 電話番号 075-414-4968



農林水産－７

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

農 林 水 産 部

事 業 名 みやこ構想セカンドステージ加速化推進事業費

予 算 額 ２１８，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

みやこ構想セカンドステージの加速化に向け、みやこ構想を推進する

中小企業者の設備投資や農林漁業者の施設整備を促進

２ 事業内容

ものづくり系７構想 都市農村交流系４構想

事 業 内 容

対 象 者 製造業、情報通信業者 農林漁業者

目 的

対 象
対 象 事 業 生産、研究開発のための設備

農家民宿・レストラン等の

方 法 等 開設のための設備

１５％（中堅企業は１０％） １／２以内

補 助 率 等 上限 30,000千円 上限 3,000千円

下限 1,000千円

・丹後・食の王国構想 ・丹後・食の王国構想

・北京都ものづくり拠点構想 ・由良川里山回廊構想

対象となる ・新京都伝統工芸ビレッジ構想 ・京都丹波「食と森の緑の

構 想 ・京都クロスメディア構想 交流の都」構想

・知恵産業首都構想 ・宇治茶の郷づくり構想

・学術研究・未来の都構想

・環境・アグリバイオ構想

担当課名
ものづくり振興課 中小企業育成担当

課･担当電話番号
075-414-5103

農 村 振 興 課 企 画 管 理 担 当 075-414-5036



農林水産－８

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

農 林 水 産 部

事 業 費 「公 共 員」 配 置 推 進 費

予 算 額 ２１，６００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地域に居住し、地域課題解決のための公共的役割を担う「公共員」を配置

２ 事業概要

○ 実施手法：府が公募の上、直接雇用（非常勤嘱託）し、現地に配置

○ 配置期間：３年から５年程度を想定

事業内容 里の公共員 まちの公共員

地域に居住し、じっくりと長 特定の地域課題に対し、地域に

目 的 期的に地域の維持・発展をサ 定着して多様な主体との協働関

対 象 目 的 ポートする地域外の人材を配 係をつくり、社会システムとし

方法等 置し、京都農村再生運動を推 ての解決策の創出と推進をマネ

進 ジメント

想定人物像
地域住民とともに長期的に地 地域づくり活動の実践者やまち

域づくり活動を実践する人材 づくりコンサルタント経験者等

・地域ニーズの把握 ・ワークショップの開催

業 務 内 容
・行政等との調整、地域 ・目標・行動計画・グループづ

（例） ・地域・仕事おこし活動 くりのための委員会の開催

・地域の人材、資源等を組み合

わせた協働事業の実施

担当課名
府民力推進課 地域力再生担当

課・担当 電話番号
075-414-4452

農 村 振 興 課 地域活性化担当 075-414-4906



農林水産－９

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 農山村地域における耕作放棄地・空き家条例（仮称）検討費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

農山村地域の維持・再生を図ることを目的とした、「農山村地域に

おける耕作放棄地・空き家条例（仮称）」の制定に向けた検討を実施

２ 事業概要

農山村地域の活性化や法制度などに係る有識者の参画を得て、検討

委員会を設置し、農山村地域における耕作放棄地と空き家をセットに

事業内容 した活用策を推進することにより、農山村地域の維持・再生を図るこ

とを目的とした条例を検討

目 的

対 象 ＜検討内容＞

方法等 耕作放棄地の未然防止策

耕作放棄地・空き家の利活用促進策 等

担当課名
農 村 振 興 課 地域活性化担当

課・担当 電話番号
075-414-4906

担い手支援課 農 地 担 当 075-414-4910



農林水産－１０

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 費 「命 の 里」 京 都 農 村 再 生 事 業 費

予 算 額 ２６，８００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都農村再生運動を推進するため、過疎地域に居住し、地域の維持・発展を

サポートする「里の公共員」及び移住相談から地域定着までを伴走支援する

「移住コンシェルジュ」を配置

２ 事業概要

事業内容 (1) 「里の公共員」の配置

地域ニーズの把握や行政等との調整、地域・仕事おこし活動全般を担う人材

目 的 「里の公共員」を配置し、複数集落（概ね小学校区単位）で構成される広域的

対 象 な地域連携組織が行う農村再生活動を支援

方法等

(2) 「移住コンシェルジュ」の配置

過疎地域等における農村再生活動の新たな担い手確保のため、移住希望者の

ニーズにきめ細かく対応し、「移住相談」から「現地案内」・「地域定着」まで

の伴走支援を行う総合案内人「移住コンシェルジュ」を配置

※移住相談窓口を大阪市内に開設

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 075-414-4906



農林水産－１１

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 「 林 業 の 星 」 育 成 事 業 費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

林業の担い手が意欲を持って活躍し続けることができるよう、新た

なステップアップ制度と技能向上の仕組みを構築

２ 事業概要

意欲ある若い林業従事者の技能を向上させ、林業従事者の待遇改善

等により魅力ある林業業界としていくため、担い手のレベルに応じて

ステップアップできる再教育制度(研修プログラムや資格制度等）を

検討

事業内容

目 的

対 象

方法等

担当課名 モデルフォレスト推進課 推進担当 課・担当電話番 075-414-5006



農林水産－１２

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 全 国 育 樹 祭 開 催 準 備 費

予 算 額 ４，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

「全国育樹祭」の平成２８年度開催に向けた準備に要する経費

２ 事業概要

（1）開催準備協議会の設置・運営

（2）広報啓発活動

・シンボルマーク公募

・ポスター作成

事業内容

目 的 ※全国育樹祭

対 象 継続して森を守り育てることの大切さを普及啓発するため、

方法等 昭和５２年から毎年秋季に行われている国民的な緑の祭典

担当課名 モデルフォレスト推進課 全国育樹祭担当 課・担当 電話番号 075-414-5005



農林水産－１３

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 和 食 文 化 伝 承 食 育 事 業 費

予 算 額 ２，６００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

和食を次世代の子どもたちに伝承するため、地域が実践する食育活動を支援

２ 事業概要

子育てグループや農家グループ等が取り組む和食や郷土料理をテーマとした食

育活動を支援するため、活動を支援する人材（食育仕掛人）を配置するとともに、

活動の初期段階を支援する「食育のたね交付金」を交付

事業内容 ＜食育のたね交付金＞

目 的 補 助 対 象 者 食育に取り組むＮＰＯ、任意団体 等

対 象

方法等 補助対象経費 農作物の栽培・収穫体験、和食・郷土料理などの調理体験、

講演会の開催等に要する経費

補 助 率 等 １／２ （補助上限額：75千円）

担当課名 食の安心・安全推進課 食育・地産地消担当 課・担当 電話番号 075-414-5656



農林水産－１４

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 ブランド水産物府内流通拡大支援事業費

予 算 額 ３，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都府内において、府内産水産物取扱量を拡大させるため、京都

市中央卸売市場内の低温化施設の整備を支援

２ 事業概要

京都市中央卸売市場第一市場水産棟卸売場内に天井吊形低温用エア

コンやビニールカーテン等を設置

事業内容

目 的

対 象

方法等

担当課名 流通・ブランド戦略課 ブランド推進担当 課・担当 電話番号 075-414-4941



農林水産－１５

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 「 海 の 民 学 舎 」 創 設 費

予 算 額 ６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

平成２７年度の「海の民学舎」の創設に向けて、必要な施設整備等を実施

２ 事業概要

(1) 研修施設整備

漁業者の育成に必要な施設を整備

整備場所：京都府海洋センター（宮津市）

整備内容：学習室・学舎生宿舎・実習施設（トリガイ・岩ガキ養殖施設）

事業内容 (2) 募集活動

募集用ポスター・チラシ等を作成し、漁業就業支援フェアや水産大学校、

目 的 水産高等学校で募集を実施

対 象

方法等

＜海の民学舎＞

京都府漁業協同組合と府等が共同で設置・運営する漁業者育成学校

修了生の漁村定着までを、漁業団体・関係市町村と連携して支援

運 営 主 体：「海の民学舎運営協議会」（仮称）

京都府漁業協同組合と京都府等で構成

開 設 時 期：平成２７年４月

研 修 内 容：府内漁業への新規就業希望者等に対し、漁業法令・制度

の座学研修、各種漁業現場での実践的な研修等を実施

担当課名 水産課 漁政企画担当 課・担当 電話番号 075-414-4992



農林水産－１６

平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 農 林 水 産 業 基 盤 整 備 事 業 費

予 算 額 ２０９，０８５千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

ブランド京野菜やブランド水産物などの生産振興により、京都の農林水産業

を未来につなげるため、生産基盤を整備するとともに、農山漁村地域の整備を

実施

２ 事業内容

事業内容 ■生産基盤の整備

目 的 ・農産物の安定生産のためのほ場整備（女布地区 等）
によ う

対 象

方法等 ・老朽化・劣化が進んでいる用水路の補修・補強（綾部用水地区）

・米の品質向上につながる水稲乾燥調製施設の整備

・水産物の生産拠点整備（藻場造成）
も

■農山漁村地域の整備

・老朽化した漁港内の給油施設の更新（田井漁港 等）

担当課名

農村振興課 計 画 基 盤 担 当

課・担当 電話番号

075-414-5048

農 産 課 京の米・豆・保険担当 075-414-4953

水 産 課 基 盤 整 備 担 当 075-414-4994




